


個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準および評価方法

（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

①関係会社株式 移動平均法による原価法

②その他有価証券
　　 時価のないもの市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

（２）　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

時価法

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

①未成工事支出金 個別法による原価法

②材料貯蔵品 船舶用重油については移動平均法による原価法
その他については先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。

（２）　無形固定資産（リース資産を除く） 自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（３）　リース資産 　所有権移転外ファイナンスリース取引にかかわるリース資産については、リース期間を耐用年数とし、
実質残存価額を「零」とする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等特定の債権について
は債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

（２）退職給付引当金 ①従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上して
おります。
  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定
式基準によっております。
数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法により、翌事業年度よ
り費用処理しております。
過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法により、発生時より費用処
理しております。
②当社は、厚生年金保険法等の定めにより、逓信省（電気通信事業に従事）、電気通信省、電電公社及び日本電信電
話株式会社に勤務し1956年7月以降に退職した者の1956年6月以前の勤務期間に係る旧国家公務員等共済組合法に
基づく年金給付に要する費用に関連し、日本国政府により毎期賦課方式により決定される拠出金のうち当社に帰属する
金額を、NTT企業年金基金特例経理に対し支出しております。当該費用について、給付見込額を算定し「退職給付引
当金」に含めて計上しております。
数理計算上の差異については、発生時の対象者の平均残余支給期間に基づく年数による定額法により、翌事業年度よ
り費用処理しております。

（３）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
なお、2022年5月31日をもって役員退職慰労金制度を廃止しており、同日以降対応分については、引当金計上を行って
おりません。

４．収益及び費用の計上基準

　約束した財又はサービスはその支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（２）　グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用しております。　



株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度における発行済株式数

普通株式 12,000 株

２．当事業年度に行った剰余金の配当に関する事項

（１）2024年6月7日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　・普通株式の配当に関する事項
配当金の総額 642,288 千円
一株当たり配当額 53,524 円
基準日
効力発生日

（2）2025年6月10日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議する予定です。

　・普通株式の配当に関する事項
配当金の総額 231,972 千円
配当の原資 　利益剰余金
一株当たり配当額 19,331 円
基準日
効力発生日

2025年3月31日
2025年6月11日

2024年3月31日
2024年6月8日


